
源泉徴収票の情報を「後で登録」する注意点・その１

➢ 県単共済の退職金制度など、機構以外からも退職金が支給される場合は、源泉所得税を計算する都合上、予め退職
金の請求の順番を決めて請求を行っていただく必要があります。

➢ 源泉徴収票の添付が必要となるのは、機構以外からも退職金が支給される場合で、機構を後に請求する場合です。この
場合は、先に請求する退職金にかかる源泉徴収票の添付を行ってください。

※なお、源泉徴収票とは、「退職所得の源泉徴収票」です。「給与所得の源泉徴収票」ではありませんので、

ご留意ください。

源泉徴収票の添付が必要な場合
check

➢ 県単共済より退職手当支払資金決定通知書が送付されましたら、それを基に源泉徴収票作成し、福祉医療機構退職手
当共済システム（退職届を提出する職員の選択後）アップロードしてください。

（参考）福祉医療機構HP 被共済職員退職届の提出手続き 共済契約者（法人）より

taite_system_video_document_12.pdf

https://www.wam.go.jp/hp/wp-content/uploads/taite_system_video_document_12.pdf


源泉徴収票の情報を「後で登録」する注意点・その２

➢ 県単共済の退職金の仕組み上、平均本俸月額が計算基礎額と同額となる場合は、差額0円となり、県単
共済の退職手当金は0円となります。 

➢ この場合、共済契約者は源泉徴収票の作成は不要となります。

（参考）県単共済マニュアル 3.その他注意事項

県単共済からの退職手当金資金が「０円」だった場合

check

ただし、福祉医療機構の退職金請求のためには何らかの源泉徴収票に代わる

画像ファイルをアップロードしなくてはならないため、県単共済としては「退職手
当支払資金決定通知書」を共済契約者にアップロードして頂くことを推奨い
たします。

https://www.g-shakyo.or.jp/wp-content/data/2024/11/b7949cfe4377be6364e9f8a970875f78.pdf
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